
4 3 3 3 3

4 ― ― ― ―

6 4 3 3 2

4 ― ― ― ―

151 58 99 49 48

84 ― ― ― ―

4 4 4 3 3

3 ― ― ― ―

3 3 3 3 3

5 ― ― ― ―

4 5 5 5 5

4 ― ― ― ―

【飯塚市総合戦略推進会議：資料10】

総合
評価

効果発現要因
最　終
目標値

実績値の
確定時期

16 H28.3

目標達成への課題
目標の
方向性

進捗状況
評価

基準値 単位

基
本
目
標

個別施策 具体的な事業
シート
番号

KPI 担当課 今後の取組の方向性
H27 H28 H29 H30 H31

進捗状況（上段：目標/下段：実績） 課内評価

有効性
評価

効率性
評価

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい
る

①医高額連携
をはじめとし
た新産業の創
出

○医工学連携推進事業
○新産業創出支援事業

②-1
新規プロジェクト活動支援件

数
〔↑〕
増加

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

②地場企業の
育成・企業立
地の促進

○地域産品ブランド化支
援事業
○企業立地促進補助事業
○空き店舗有効活用等商
業活性化
○地域企業魅力発見事業
○市内ITベンチャー企業
への支援
○高度人材確保促進事業

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

― 件

〔↑〕
増加

2件

―

企業立地（新設・移設・増
設）件数

支援による就職者数

【Ｃ】：
コストは
維持し、
成果を向
上させる
必要あり

①医工学関連の開発、試作に対
する補助事業の成果によりプロ
ジェクトを創出できた。
②共同開発施設の開設に対する
支援を実施した。

①今後も継続的に支援を行うよ
う、地域の医療機関、大学、企
業らとの体制整備が必要。
②開設された共同開発施設を活
用していくため利用者を増やし
ていく必要がある。

①②医療機関のニーズが機器や
サービスの開発に結び付きやす
いような、また、共同開発の場
をより活性化するための取組み
を強化。

―

〔↑〕
増加

〔↑〕
増加

〔↑〕
増加

―

―

○がんばる農業応援事業
○企業力アップのための
産学交流事業
○創業支援プログラム推
進事業

③創業の支援

②-3-1

○市内大学による地方創
生事業への助成
○インターンシップの推
進
○学生向けビジネスワー
クショップ事業

②-4

産　学
振興課
・

農　林
振興課

産　学
振興課

産　学
振興課

産　学
振興課

大学との連携事業件数
産　学
振興課

②-3-2

(1)
大
学
力
と
連
携
し
、
地
域
経
済
を
牽
引
す
る
ま
ち
づ
く
り

②-2-1

②-2-2
〔↑〕
増加

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

創業支援件数

支援による新規就業者数

④大学との連
携推進

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

【Ｄ】：大き
く遅れて進捗
している

【Ｄ】：大き
く遅れて進捗
している

■ まち・ひと・しごと創生総合戦略検証シート ②一覧表　【個別施策にかかるKPI】

件

人

件

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい
る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ｂ】：
成果、費
用対効果
双方の向
上に努め
つつ継続

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい
る

人

【産学振興課】：②引き続きイ
ノベーションを生み出すような
交流拠点の在り方について検討
し構築の取組みを進める必要が
ある。③創業支援プログラムの
みでなく、今年度拡充した創業
支援計画に基づく取組みにより
成果拡充を図る。

【農林振興課】：①において、
新たな就農者の創出には、本事
業での取組みのほか、住居や子
育て、教育、福祉といった総合
的な支援の構築が必要。また、
新規就農者の営農が安定的に定
着するようにきめ細やかな支援
を行っていく必要がある。

件

【Ｃ】：
コストは
維持し、
成果を向
上させる
必要あり

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい
る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ｂ】：
成果、費
用対効果
双方の向
上に努め
つつ継続

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ｃ】：
コストは
維持し、
成果を向
上させる
必要あり

18

405

18

15

24

H28.3

H28.3

H28.3

H28.3

H28.3

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ｂ】：
成果、費
用対効果
双方の向
上に努め
つつ継続

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい

る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい

る

①②様々な学生向けのワーク
ショップ等を開催してゆく中
で、学生によるプロジェクト創
出のために意欲ある学生に呼び
かける、あるいは学生の意欲を
呼び覚ますような企画を検討。

【産学振興課】：②他、地域で
オープンイノベーション拠点を
運営している団体の支援を受け
て、産学官交流のための拠点の
在り方についてワーキングを実
施し検討を行うことができた。
③本市に関する情報発信のた
め、関東圏での広報活動等積極
的に参加したが、現在のところ
成果はない。

【農林振興課】：①について、
農業委員会やＪＡ、筑豊農業共
済組合等の関係団体で構成する
「飯塚市がんばる農業応援協議
会」の連携した取組みにより、
新規就農者の人材発掘や定着促
進のための創業支援を実施し年
度目標を達成した。

今後も継続して企業誘致活動、
既存企業等への支援活動に取り
組むとともに、企業ヒアリング
を通して、企業が求める助成制
度の検討のほか、各支援制度の
周知活動の強化を図る。

企業立地促進補助事業について
は、事業所の新設・増設等の設
備投資に対する助成として、竣
工後の操業開始を条件としてい
るため工事の進捗状況等による
影響から、今後も目標に対する
成果の達成年度が遅れる可能性
がある。
また、経済状況による景気の動
向によっては、企業の投資意欲
が低下する等の影響を受ける可
能性もある。

企業立地促進補助事業におい
て、雇用促進補助金交付申請予
定であった企業の操業開始が遅
れた影響により目標値に及ばな
かったが、次年度以降の成果と
して見込まれる。

①企業立地促進補助事業におい
て、雇用促進補助金交付申請予
定であった企業の操業開始が遅
れた影響により目標値に及ばな
かったが、次年度以降の成果と
して見込まれる。
②②地域魅力発見事業は、広報
誌による告知活動などの効果に
より地域企業への関心の向上が
みられ、雇用数について成果が
でている。

①企業立地促進補助事業につい
ては、事業所の新設・増設等の
設備投資に対する助成として、
竣工後の操業開始を条件として
いるため工事の進捗状況等によ
る影響から、今後も目標に対す
る成果の達成年度が遅れる可能
性がある。
また、経済状況による景気の動
向によっては、企業の投資意欲
が低下する等の影響を受ける可
能性もある。
②広報誌の効果などにより地域
企業の認知度がある程度上がっ
たが、効果的な配布方法などの
検討により、さらなる向上が必

①今後も継続して企業誘致活
動、既存企業等への支援活動に
取り組むとともに、企業ヒアリ
ングを通して、企業が求める助
成制度の検討のほか、各支援制
度の周知活動の強化を図る。
②今後も地域企業の魅力発信に
取組む。

【産学振興課】：②ハードの整
備のみにこだわらず、地域コ
ミュニティの構築・拡大を図
る。③県の事業においては、本
市の魅力発信について一層取組
むと同時に、本市の創業支援事
業計画に基づく各取組みにより
一層の創業支援を行い、目標値
の達成を目指す。

【農林振興課】：①は市内居住
者や市外から移住される新たな
就農者の堀りおこしと、きめ細
やかな支援制度の体制構築を継
続する。

【産学振興課】：②本市に関す
る情報発信のため関東圏での広
報活動等積極的に参加したが、
現在のところ成果はない。

【農林振興課】：①について
は、新たに農業に就業する人
と、これまで研修に従事してい
た人の就業と合せて、年度目標
を超える就業者の創出に繋がっ
た。

【産学振興課】：②創業支援プ
ログラムについては実施主体で
ある福岡県との連携が必要。ま
た、創業予備軍の発掘、支援の
効果的な手法を模索する必要が
ある。今年度拡充した創業支援
計画に基づく取組みにより成果
拡充を図る。

【農林振興課】：①において、
新たな就農者の創出には、本事
業での取組みのほか、住居や子
育て、教育、福祉といった総合
的な支援の構築が必要。また、
新規就農者の営農が安定的に定
着するようにきめ細やかな支援
を行っていく必要がある。

【産学振興課】：②県の事業の
においては、本市の魅力発信に
ついて一層取り組むと同時に、
本市の創業支援事業計画に基づ
く各取り組みにより一層の創業
支援を行い、目標値の達成を目
指す。

【農林振興課】：①において、
市内居住者や市外から移住され
る新たな就農者の堀りおこし
と、きめ細やかな支援制度の体
制構築等を継続し、新規就農者
の確保を図る。

①各大学の活動を補助金事業な
どを通じて支援する中で、地方
創生に係る事業について推奨し
た。

①②学生向けビジネスワーク
ショップ等によるプロジェクト
発掘には、いかに学生の参加意
欲を呼び起こすかの工夫が必要

1



180 180 180 180 180

116 ― ― ― ―

80 80 80 80 80

78 ― ― ― ―

6 12 18 24 30

― ― ― ― ―

― 96 96 96 96

― ― ― ― ―

0 0 0 0 0

0 ― ― ― ―

1,990 1,996 2,023 2,030 2,064

1,837 ― ― ― ―

60 60 60 60 60

33 ― ― ― ―

③子育てしや
すい環境充実

○子ども医療費助成事業
○子育てガイドブック事
業
○ひとり親家庭等医療費
助成事業
○ハロー赤ちゃん事業
○不妊治療助成事業

子育て
支援課

子育て
支援課

○子育てプラザ整備事業
○放課後児童健全育成事
業
○子育て世帯への経済的
支援
○保育所等の受入体制の
充実
○三世代同居等推進事業

②-7-1

②-7-2

待機児童数

放課後児童クラブ登録児童数

○出会いの場創出支援事
業

②-5-1 イベント、セミナー参加者数

②-5-2
イベントに満足している人の
割合

〔↑〕
増加

〔↑〕
増加

〔↑〕
増加

〔↑〕
増加

②-6-1

②-6-2

産科医・小児科医の相談医登
録件数

不妊治療助成件数

〔↑〕
増加

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

〔↑〕
増加

【Ｅ】：未実
施（未着手）

―

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

【Ｃ】：やや
遅れて進捗し
ている

人

【△】：
成果が低
下してい
る

【△】：
費用対効
果が低下
している

%

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい
る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ｂ】：
成果、費
用対効果
双方の向
上に努め
つつ継続

実績値の
確定時期

件

件

人

人

900

80

30

384

2,064

ゼロ

H27.12

H27.12

―

―

H28.3

H28.6

【Ｄ】：
成果を拡
充する見
直しが必
要

課内評価

総合
評価

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい

る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ａ】：
成果の向
上に努め
つつ、費
用対効果
を維持し
て継続

【×】：
未実施
（未着
手）

【×】：
未実施
（未着
手）

【Ｅ】：
未実施
（未着
手）であ
り見直し
が必要

― ― ―

【△】：
成果が低
下してい
る

【△】：
費用対効
果が低下
している

【Ｄ】：
成果を拡
充する見
直しが必
要

28年度から、婚活セミナーにつ
いては効果が発揮されやすいよ
う、セミナーを受けた直後に婚
活に移行するイベントを実施す
る。親のお見合い交流会、夏の
婚活（セミナー・パー
ティー）、冬の婚活（セミ
ナー・パーティー）の計３回を
実施予定。

27年度に初めて実施した婚活セ
ミナーにおいて、満足した人の
割合が高く、それぞれのイベン
トの満足度としては親のお見合
い70％、婚活セミナー（恋愛応
援セミナー95％、結婚応援セミ
ナー84.2％）、冬の婚活72.3％
となった。

特に本人同士の婚活イベントに
おいて、当日はマッチングによ
りカップル発表まで行うが、そ
れ以降のことが追跡できず、不
透明である。（結婚報告のお願
いはしているが、本人の意思に
よる）また、毎回飯塚市の婚活
に参加される人もおり、個別の
サポートもあった方がよいと思
われる。

本人同士のイベント後のアフ
ターケアも必要と思われるた
め、事業自体の委託等も視野に
入れる。

国基準の待機児童0を継続するた
め、保育所の整備等による量的
拡大に加えて、保育の担い手で
ある保育士等の人材確保対策を
推進する。
（希望園への入所ができない児
童の入所促進をする必要があ
る）

少ない支援員及び限られた施設
で実施しているにも関わらず待
機児童も出さず運営できたこと
は、支援員の努力によるところ
が大きい。

年々入所児童数は増加している
が、支援員の確保が難しくなっ
ている。

今以上の支援員の確保が必要と
なるため、支援員の待遇向上が
必要である。

複数の所管に関連する目標であ
り、施策として推進していくた
めの個別事業としての制度や体
制の構築にまで至らず未実施と
なった。

関係する所管課間で具体的な推
進方法等を検討し、早急に実施
繋げていくことが必要となって
いる。

関係する所管課間で制度の構築
を急ぎ、事業の実施に向けた取
り組みを進める。

平成28年度からの新規事業であ
ることから、平成27年度の実施
はない。

平成28年度から実施する事業で
あることから、ホームページや
広報紙での周知活動を実施する
とともに、県保健所にも周知を
依頼しているが、今後も周知活
動の継続が必要と考える。

今後、県との連携を図りなが
ら、希望者が活用しやすい制度
となるように取組みを進める。

104

71.6%

―

―

０
（ゼロ）

1,734人

(2)
安
心
し
て
出
産
・
子
育
て
が
で
き
る
ま
ち
づ
く
り

④仕事と生活
の調和に向け
た支援

○休日子育て支援事業
○仕事と子育ての両立応
援セミナー

②-8
休日等子育て支援事業利用件
数

子育て
支援課

 子育て
支援課

子育て
支援課

①婚活支援

②妊娠・出
産・子育ての
一貫した支援

事業の周知に努め、、男女がと
もに仕事と家庭、子育て、地域
活動などを両立できる支援策と
して充実に努める。

〔↑〕
増加

【Ｄ】：大き
く遅れて進捗
している

39件 件 300 H28.4

子育て
支援課

利用件数については、登録者の
必要に応じて発生するものであ
る。あくまでも、休日に子ども
を看ることのできない
可能性のある保護者が、安心し
て子育てすることができるとい
う精神的な支えになっている部
分が大きい事業である。

今後も事業の周知に努め、登録
者数を確保し安心して子育てで
きる環境を整備していく必要が
ある。

入所申込の書類が提出された
後、第一入所希望園へ申込情報
を連絡し各園において保育士が
確保にできるよう事務取扱いを
変更した。また、希望園に入所
できなかった児童情報について
も各月入所調整後、第一希望園
に情報提供を行い申込状況を保
育施設が把握できるよう事務取
扱いを変更した。

公私立保育施設における保育士
不足が生じている。

26年度までは親のお見合い交流
会、夏の婚活、冬の婚活の計３
回の婚活イベントを実施してい
たが、27年度は夏の婚活の代わ
りに婚活セミナー（恋愛応援セ
ミナー、結婚応援セミナー）を
実施した。飯塚市としては初の
婚活セミナーの実施であり、延
39名の参加となった。その他、
親のお見合い交流会は28名、冬
の婚活は49名の参加となり、全
体としては、ほぼ平年通りの参
加数となっている。

婚活イベントでマッチングしや
すい参加人数は男女各20～25名
（計40～50名）と言われてお
り、それより多くなるとマッチ
ングがしづらいため、一回のイ
ベント当りの参加人数を50名か
ら増やすことは難しい。（アン
ケートでも丁度いい人数だとい
う声が多い）また、周知に係る
時間や準備、予算等を考慮する
と、イベント回数を増やすこと
も困難である。

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい

る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ｂ】：
成果、費
用対効果
双方の向
上に努め
つつ継続

基
本
目
標

個別施策 具体的な事業
シート
番号

KPI 担当課
目標の
方向性

進捗状況
評価

基準値 単位

進捗状況（上段：目標/下段：実績）

最　終
目標値

効果発現要因 目標達成への課題 今後の取組の方向性
H27 H28 H29 H30 H31

有効性
評価

効率性
評価

2



80 80 80 80 80

74 ― ― ― ―

80 80 80 80 80

72 ― ― ― ―

80 80 80 80 80

97 ― ― ― ―

50 50 50 50 50

6 ― ― ― ―

②-10

②-11

②-12

自校で実施されている教育に
ついて満足している児童生
徒、保護者の割合

自校で実施されている授業に
対して、よくわかる、よく内
容を理解していると感じてい
る児童生徒の割合

自校で実施されている英語力
の向上に関わる取り組みにお
いて、「授業が楽しい」と感
じている児童生徒の割合

奨学資金募集定員における新
規貸付人数の割合

①特色ある学
校教育の巣新

○小中一貫教育推進事業
○多重指導モデルMIM（ミ
ム）、協調学習の推進

②学力レベル
の向上

○徹底反復学習の推進
○放課後子ども教室推進
事業
○ICT教育の推進

②-9

(3)
次
代
を
担
う
ひ
と
を
育
て
る
、
学
び
の
ま
ち
づ
く
り

④高等教育支
援

○奨学金制度
○スポーツ・文化等育成
事業

③国際交流を
通じたひとづ
くり

○国際交流推進事業
○小学校英語教育推進事
業

%

%

%

%

80

80

80

50

H27.8

H28.4

H28.4

H28.4

実績値の
確定時期

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい

る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ｂ】：
成果、費
用対効果
双方の向
上に努め
つつ継続

課内評価

総合
評価

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい

る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ｂ】：
成果、費
用対効果
双方の向
上に努め
つつ継続

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい

る

【◎】：
高水準の
費用対効
果を維持
している

【Ａ】：
成果の向
上に努め
つつ、費
用対効果
を維持し
て継続

具体的な事業として実施してい
る「小中一貫教育」、「多層指
導モデルMIM（ミム）」「協調学
習」等が順調に進捗し、目標と
していた、「各校で実施されて
いる教育について満足している
児童生徒、保護者の割合が80％
以上」とすることへの効果に対
し、実績値が、「満足度
73.5％」となり概ね適切な成果
を上げている。

25％以上の保護者が各校の教育
活動に満足していないのは、
「授業改善」「教員の資質能力
の向上」等に課題があると考え
られる。

これまでの取組に加え、ICTを活
用した「オンライン英会話」を
実施する。また、小中一貫校に
おけるモデル校の事例を参考に
教育課程の改善や授業改善を実
施し、成果の向上に努める。ま
た、更なる教員の資質向上のた
めに、授業力向上のための研修
を充実させる。

具体的な事業のひとつとして実
施している「小中学校学力向上
推進事業」が順調に進捗し、目
標としていた「よくわかる、よ
く内容を理解していると感じて
いる児童生徒の割合が80％を上
回る」ことへの効果に対し、実
績値が、71.5％となり概ね適切
な成果を上げている。

30％近くの児童生徒が「授業が
わかる」と回答していない理由
としては、「授業改善」、「教
員の資質能力の向上」及び「体
験活動の充実」等に課題がある
と考えられる。

体験的な学習や基礎的・基本的
な知識及び技能を活用した問題
解決的な学習を重視するととも
に、児童生徒の興味・関心を生
かし、自主的、自発的な学習が
促されるよう工夫するよう指導
する必要がある。
また、更なる教員の資質向上の
ために、授業力向上のための研
修を充実させる。

小学校５・６年生、中学校１～
３年生に派遣しているＡＬＴ
を、各学校で効果的に活用した
ことにより、「児童生徒が積極
的に英語でコミュニケーション
を図るようになった」と回答し
た学校の割合の実績値が「９
７％」となり、概ね適切な成果
をあげている。

「あてはまる」「どちらかと言
えばあてはまる」の合計では９
７％の数値を示しているが、
「あてはまる」のみに限定する
と４４％と半数を割っている。
児童生徒が、「英語を使いた
い」「英語が話せるようになっ
た」と実感できる取組を実施し
ていく必要がある。

ネイティブスピーカーとの交流
について、従来のＡＬＴ派遣に
加え、小６でネイティブスピー
カーとのオンラインによるマン
ツーマンレッスンを実施するこ
とにより、積極的に英語でコ
ミュニケーションを図ろうとす
る児童生徒の資質・能力の向上
に努める。

奨学金制度の周知啓発について
は、市報や市のHPへの情報掲
載、及び中学校への周知依頼を
例年行っており、更に26年度か
らは高校への周知依頼、27年度
からは市内大学への周知依頼を
行っている。以上のように、周
知の範囲については拡充してい
るが、十分な周知のためにはよ
り効果の大きい周知活動も必要
であると考えられる。また、県
の高等学校等奨学金や、日本学
生支援機構の奨学金制度など
の、同種の奨学金制度の存在
や、近年の経済状況を背景とし
た奨学金返還への経済的不安な
どが、成果に起因しているもの
と思われる。

同種の奨学金制度には予約募集
を行っているものや、貸付時期
が市の奨学金よりも早いものが
ある。これらの状況を検討した
うえで、より借りやすい奨学金
制度を設計することが、現時点
での課題であると考えられる。

周知啓発に関しては、前年度ま
でに行ってきたものは継続し、
他の周知方法も検討する。ま
た、募集時期及び貸付時期を早
める予約募集の検討を含め、よ
り借りやすい制度を目指すこと
で、成果の向上に努める。

【△】：
成果が低
下してい
る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ｃ】：
コストは
維持し、
成果を向
上させる
必要あり

学 校
教育課

〔↑〕
増加

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

学 校
教育課

―

―

14%

学 校
教育課

〔↑〕
増加

―

〔↑〕
増加

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

【Ｃ】：やや
遅れて進捗し
ている

〔↑〕
増加

学 校
教育課

基
本
目
標

個別施策 具体的な事業
シート
番号

KPI 担当課
目標の
方向性

進捗状況
評価

基準値 単位

進捗状況（上段：目標/下段：実績）

最　終
目標値

効果発現要因 目標達成への課題 今後の取組の方向性
H27 H28 H29 H30 H31

有効性
評価

効率性
評価

3



34,200 34,200 34,200 34,200 34,200

37,224 ― ― ― ―

①60
②80

①60
②80

①60
②80

①60
②80

①60
②80

①46.4
②67.7

― ― ― ―

200 200 200 200 200

0.00 ― ― ― ―

65,000 65,000 65,000 65,000 65,000

75,513 ― ― ― ―

―
①策定
②設定

― ― ―

― ― ― ― ―

256.6 281.2 305.8 330.4 355.0

215 ― ― ― ―

200 200 200 200 200

152 ― ― ― ―

3,600 3,600 3,600 3,600 3,600

497 ― ― ― ―

64.00 66.00 68.00 70.00 72.00

62.30 ― ― ― ―

16.00 17.00 18.00 19.00 20.00

16.00 ― ― ― ―

担当課
進捗状況

評価
基準値 単位

進捗状況（上段：目標/下段：実績）

最　終
目標値

基
本
目
標

個別施策 具体的な事業
シート
番号

KPI 効果発現要因 目標達成への課題 効果発現要因
H27 H28 H29 H30 H31

有効性
評価

効率性
評価

総合
評価

②-13-1
「健康都市いいづか」関連事
業参加者数

 健幸・
スポーツ

課

〔↑〕
増加

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

実績値の
確定時期

課内評価

【Ａ】：
成果は維
持し、費
用対効果
の向上に
努めつつ

継続

目標の
方向性

%

 ①特定
健診受
診率：
46.7%
 ②特定
保健指
導率：
73.6％

11,000
人

人 171,000 H28.3

H28.10
①60
②80

健幸プラザにおける健康運動教
室等の新規事業により、多くの
参加者を取り込むことができた
ことがプラス要因となった。

事業参加者の年代層は健康への
関心が高まる60代が多いことか
ら、今後、無関心な若年層へい
かにアプローチしていくかが課
題である。

「健幸都市いいづか」の実現す
るために「いいづか健幸都市基
本計画」策定から2年を経過する
ことから、これまでの活動をふ
りかえり検証を行い今後の諸施
策の内容を検討し、自発的な運
動や活動を行っていくような健
幸意識を定着させるための事業
展開を検討していく。

【◎】：
目標以上
の成果を
得ている

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

市全体として、市民に対し健康
への関心度を高めるイベント等
の継続的な啓発事業が必要であ
る。また、昨年度に引き続き、
職域での健診受診者に対して事
業所への結果提出依頼や先進地
の取り組み事例などを研究しな
がら医師会との連携（かかりつ
け医から未受診者への受診勧
奨）方法等を検討していきた
い。

健康への関心度の高い被保険者
はがん検診と同時に特定健診を
受診しており、健康無関心層へ
のアプローチの仕方や勧奨方法
が課題として考えられる。

前年度と同様に、広報活動、電
話・訪問での受診勧奨及び継続
受診者には受診料無料とするな
ど受診率向上に努めたが、結果
として昨年度とほぼ同じ受診率
となり目標に対し約14％のマイ
ナスとなっている。この要因と
しては、健康に関心度の高い被
保険者が継続受診しているもの
の（継続受診者率は増加）新規
受診者が伸びなかったためと考

【Ｂ】：
成果、費
用対効果
双方の向
上に努め
つつ継続

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい
る

 医　療
保険課

福祉部
高齢者支
援課

維持
〔→〕

【Ｄ】：大き
く遅れて進捗
している

○地域包括ケア拠点事業
○健幸都市推進事業
○健幸ポイント事業
○各種健診等事業の推進

件 200 H28.3

【△】：
成果が低
下してい
る

①健幸都市い
いづかの実現

②-13-2

②-13-3

特定健診受診率及び特定保健
指導率

地域包括ケア拠点での在宅復
帰に向けた相談対応件数

―

【△】：
費用対効
果が低下
している

【Ｄ】：
成果を拡
充する見
直しが必
要

平成27年度は拠点の構築期間で
あったため、相談窓口の設置に
までは至っておらず実績はな
い。

関係機関への事業周知は行って
いるが、拠点機能（地域におけ
る医療ネットワークの構築等）
の整備が十分ではなく、対応で
きる相談内容が限られているな
ど、今後の改善が必要となって
いる。

今後、拠点機能の充実させネッ
トワーク化を図ることで、各機
関からの相談窓口としての機能
を強化させる。また、医療機関
の他、介護・福祉団体の利用も
増加させるようにリーフレット
の配布や、関係団体が実施する
会議等での周知活動にも取組
み、在宅復帰後の在生活全般に
関する相談支援についても対応
を強化し、ワンストップサービ
スとしてさらなる在宅生活の支
援に努める。

経済部
商工観光

課

〔↑〕
増加

【Ａ】：計画
以上の効果が
現れている

62,881
人

件 65,000 H28.3

【◎】：
目標以上
の成果を
得ている

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ｃ】：
コストは
維持し、
成果を向
上させる
必要あり

コミュニティバス、予約乗合タ
クシー共に前年度（H26年度）よ
り増加しており、今年度（H27年
度）から街なか循環バスの実証
運行が開始したため、目標数値
を上回ったもの。

目標数値は達成しているが、新
規事業による利用者数が増えた
ことが大きな要因であるため、
更なる利用者数の増加策の検討
が必要となる。

更なる利用者数の増加を目指
し、周知活動の強化、市民要望
によるバス停の新設等に取り組
む。

コミュニティバス等公共交通
の利用者数

②-14-1

②-14-2
立地適正化計画の策定及び都
市機能誘導区域の設定

地域連携
都　市
政策室

達成

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

①策定
②設定 ―― ―

②-15-1 観光入込客数
商　工
観光課

〔↑〕
増加

【Ｄ】：大き
く遅れて進捗
している

232万人
（見込み）

万
人

商　工
観光課

〔↑〕
増加

【Ｄ】：大き
く遅れて進捗
している

【Ｃ】：やや
遅れて進捗し
ている

〔↑〕
増加

件

②-16-1
買い物支援サービス等延べ利
用者数

 ま　ち
づくり
推進課

〔↑〕
増加

【Ｄ】：大き
く遅れて進捗
している

― 人

②-15-2
ツアー団体件数（国内・国
外）

自治会加入率
 ま　ち
づくり
推進課

〔↑〕
増加

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

―

62.0% %

②-16-2 自主防災組織数
防　災
安全課

〔↑〕
増加

【Ｂ】：目標
に対し概ね順
調に進捗して
いる

16組織
組
織

②-16-2

②拠点連携型
の都市づくり
の推進

○公共交通網の充実
○コンパクトなまちづく
りの推進
○薪水対策事業

○観光施設等保存整備事
業
○観光客集客推進事業

③観光の振
興、地域資源
の活用

④新しい時代
を担う地域づ
くりの推進

○住宅リフォーム補助事
業○自主防災組織育成支
援事業
○スポーツ・文化振興に
よる地域活性化
○空き家バンク事業
○移住・定住促進事業
○定住自立圏構想

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい
る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ｓ】：
成果、費
用対効果
をともに
維持して
継続

立地適正化計画の策定に当たっ
ては、ほぼ当初予定したスケ
ジュールどおりに作業が進捗し
ている。

市民に計画に対する理解を深め
ていただくよう、様々な機会を
とらえて計画の説明を行ってい
きながら市民との情報共有に努
め、多様な関係者による議論を
経た計画の策定に努める。

予定どおり平成28年度中に計画
の策定を終え、都市機能誘導区
域と居住誘導区域を設定し公表
する。

355 H28.3

【△】：
成果が低
下してい
る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ｄ】：
成果を拡
充する見
直しが必
要

平成26年度は連続テレビ小説
「花子とアン」の放映、「長崎
街道筑前六宿開通400年記念事
業」の実施、「黒田官兵衛プロ
ジェクト」の実施などの取組み
によって入込客数が増加した
が、効果は一時的なものであり
平成27年度は入込客数が減少し
ている。

既存観光地のPR強化や新たな観
光資源の開発、外国人観光客誘
致などの取組みを積極的に推進
する必要がある。

新たな観光ルートの開発、国
内・海外の旅行会社への営業活
動を継続して行っていく。

200 H28.3

【△】：
成果が低
下してい
る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ｄ】：
成果を拡
充する見
直しが必
要

国内・海外の旅行会社に対して
営業活動を行ったが、ツアー造
成には半年から1年の時間を要す
るため、次年度以降に効果が現
れると見込んでいる。

国内ツアーについては一定の成
果が上がっているが、海外ツ
アーについては企画はされたも
のの催行されなかった。ツアー
造成には時間を要するため、継
続して営業活動を行うことが必
要である。

新たな観光ルートの開発、国
内・海外の旅行会社への営業活
動を継続して行っていく。

新規加入者は現状の指導等を継
続し、既存の住民に対する啓発
方法を検討し加入率を上昇させ
る取組みを進める。

3,600 H28.3

【△】：
成果が低
下してい
る

【◎】：
高水準の
費用対効
果を維持
している

【Ｃ】：
コストは
維持し、
成果を向
上させる
必要あり

事業取組まで行き着かなかった
地区が多く、実績が確保できる
箇所数が少なかった。

自主防災組織設立に向けた取組
を行ったが、結果的に新規設立
までに至る組織はなかった。
穂波公民館と共同での平恒地区
まちづくり推進協議会への調整
や、自主防災組織設立に向けた
防災講話や研修を行った。
設立までにはある程度の期間を
要すため、次年度以降に継続し
た本事業の取組の効果が現れる
と見込んでいる。

準備段階から実施段階へ進めて
いく必要がある。ノウハウを蓄
積していく必要がある。

各まちづくり協議会に対し、さ
らに適切な指導・支援を行い、
実施に向けて進めていく。

72.00 H28.3

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい
る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ａ】：
成果の向
上に努め
つつ、費
用対効果
を維持し
て継続

新規加入者に対しての加入指導
は好調だが、既存住民での未加
入の方に対する指導ができてい
ない。

現在未加入である市民や、離脱
した方への徹底した加入促進の
指導支援が必要と考える。

自主防災組織の設立、課題を改
善する取組のひとつとして『地
域防災リーダーの育成』研修を
実施している。
このことにより、今後は新規自
主防災組織の設立がよりいっそ
う見込まれる。

(4)
健
幸
で
魅
力
あ
ふ
れ
る
ま
ち
づ
く
り

20.00

本事業は強制的に組織設立を促
すものではなく、地域住民によ
る自発的な参加は勿論、無理せ
ず継続的に参加できる環境整備
が必要であり、また、リーダー
の育成や自主防災に対する市民
意識の向上が必要である。

H28.3

【○】：
目標に対
し概ね適
切な成果
を得てい
る

【○】：
概ね適切
な費用対
効果を得
ている

【Ａ】：
成果の向
上に努め
つつ、費
用対効果
を維持し
て継続
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